平成６年第３回島田市議会定例会　平成６年６月１５日・１６日本会議

本年３月議会において市長は地方分権を確立する施策を行うことを明言された。その地方分権論では、

　　１．中央からの権限の奪還

　　２．職員の資質向上

　　３．市民参加の３つの柱が提示された。しかし、地方分権の一般論議に必ず出てくる

　　４．地域社会の中での環境との共生と利用秩序の確立が欠落していたと思われるので、それを付け加えて、それぞれの具体的取り組みについて伺う。

　　(1) 農薬使用に関する指導などの権限は国、県であるとして、市内の農業における農薬使用の実態把握がおろそかになりがちだが、地方分権、地方自治の立場から一歩踏み込んだ指導をしていくつもりはないか伺う。

　　(2) 情報公開と並んで最も地方都市運営の基本となる行政手続法が制定されたが、市長はその法理念をどのように認識しているのかを伺う。

　　　　また、それを職員にどう徹底させて運用していくのか手法を伺う。

　　(3) 多様化した市民の意見をどう集約し、それらの要求に対してどのように応えていくつもりか伺う。新年度において審議会、委員会などの委員の構成や選考基準、会の位置づけなどで見直した点があるかどうか伺う。

　　(4) 地方分権論において環境とは、「大気、水、土地、日光などから構成される人為的生活空間」と位置づけて、それらの環境資源を「公共物」として自治的に管理し、利用していくものとされている。そこで、市長の環境権に対する認識を伺う。

　　　　また、環境管理計画策定の必要性に対する考え方を伺う。

　　　　その２点を踏まえた上で「北部地域の開発に係る環境保護保全のための指針（案）」策定の意義を伺う。

1994年6月15日　一般質問

* 地方分権論における環境問題について

◯３番（津田恵子君）　市長は、本年３月議会で、その施政方針の中で地方分権について語られました。国と地方の役割を明確にして、住民の生活に身近な行政は地方公共団体にゆだねるべきだ。ことしは、その器づくりに努める必要がある、このようにおっしゃいましたね。その言葉を私は非常に頼もしく聞きました。市長は、このとき地方主権という言葉を出されました。これには分権にとどめることなく、やる気満々なんだなと受けとめておりましたが、後日、地方分権に関する文書を読んでいると、地方主権を主張するならば、国家主権を否定することになる。なぜならば、法理論において主権は唯一にして不可分、不可譲だからということです。そこで、市長の地方主権論への思いは理解しつつも、今回の私の質問は、地方分権論として地方自治、住民自治の確立に向けての市長の認識と行政手法をお尋ねすることにします。

　市長は、その３月議会で、地方分権の確立には１、中央からの権限移譲、２、職員の資質向上、３、市民参加の三つを考えているとおっしゃいました。そこに私は４点目の環境との共生と利用秩序の確立という項目をつけ加えました。21世紀の社会では、人類の生存環境自体が危うくなると言われています。もっと進んで、人類は22世紀を迎えられないという論もあります。これを踏まえるならば、限られた地域環境の中で、みんなのものとして環境資源を自治的に管理し、利用していく、この秩序をつくることが地方分権を叫ぶにふさわしい住民自治であると考えます。そこで、四つの点に分け市長のお考えを聞かせていただきます。

　まず、中央からの権限移譲では農薬問題を取り上げたいと思います。全世界で農薬生産は年間300 万トンを超えています。その農薬で年間 300万人の中毒患者と20万人を超える死者と、継続して農薬にさらされ続けた結果、がん死は20万人という数字をＷＨＯ、世界保健機構とＵＮＥＰ、国連環境プランで発表しています。そして世界じゅうで最も積極的に農薬を利用している国が日本であると言われています。農薬は農薬取締法で許可されたものであるから、多くの人々は安心だと思って使っています。しかし、急性毒性や発がん性、また変異原性が明らかになった段階で国は使用禁止を打ち出してきます。これでは全く農業従事者のみならず、農産物、水、大気を通して、あらゆる人々を人体実験しているようなものだと思いませんか。そこで国・県任せでなく、農薬の毒性に関して地域住民の生命を守るため、自治体としてもっと独自性を持った調査と指導をしていく意思があるかどうかをお尋ねしたいと思います。

　昨年暮れに22年前の農薬が環境を汚染しているというニュースが流れました。昭和46年、1971年ですが、４月17日、農林省令26号として有機塩素系農薬、ＢＨＣ、ＤＤＴ、アルドリン、ディルドリン、エンドリン、これらの販売禁止と使用制限が出されて、５月１日から施行されました。そこで、各県では農協や製造メーカーに回収を命じ、命じたところまでは明らかなのですが、その先が不明確なのです。鳥取県では農協が回収し、穴を掘って埋め、その埋めたものが22年たって缶が腐食したり瓶が割れたり袋が破れたりと周辺土壌を汚染しているということです。また、どこに埋めたか不明のものもあります。そこで、島田市では当時どのような措置をとられたかをお伺いします。

　また、ことし３月７日、水田除草剤、ＣＮＰ、クロールニトロフェン、商品名ではＭＯ粒剤、ＭＯ乳剤、ＭＯハイカット粒剤などですが、胆のうがんとの関連があると厚生省が認め、農水省が使用自粛を決め、メーカーの三井東圧化学は販売中止をし、回収することになりましたが、新潟県内の農協では、なお販売され、水道水源に検出されるお粗末も報道されました。神奈川県も同様です。市は、ことし、市内の水田でＣＮＰを使ったのか使わなかったのかを把握していますか、お尋ねします。

　そして、農家に残っていたものをどう処理したかを、これも把握しているのか、お尋ねします。

　さて次に、現在、問題になっているゴルフ場や公園、河川敷などで使用されている除草剤シマジン、商品名ローンクリーナー、プリマトールなどですが、これも４月14日、政府は人体に慢性的な悪影響を及ぼしかねないとして使用制限を決めました。市は市内での使用状況をつかんでいるのですか。また、この７月からの施行に向けて、どう対応していくつもりか伺います。これは地方分権論の土俵での議論ですから、県の指導を待ってという答弁はないものと信じております。

　次に、情報公開と並んで地方都市運営の基本になる行政手続法についてお尋ねします。

　この行政手続法が昨年11月に成立しましたが、職員の資質向上を考えておられる市長は、この法律をどのように認識し、どう職員に徹底させるか、手法をお伺いします。

　近年、さまざまな部門で国家としての変革がなされ、それを執行するために、住民の窓口として市の職員の仕事はかえって複雑になってきていることを推察します。そして膨大な仕事を順調にこなしている職員の方々に、最近では私は頼もしさを感じるようにもなってきております。今回の行政手続法も、これをもとにして市民と接する行政窓口で職員に課せられる責務は大きなものになるであろうと思い、私として勉強させてもらいました。

　この行政手続法は30年来の懸案であったそうです。不透明な行政指導を透明にしていこうとするものです。この手続法のキーワードは、公正、透明、権利保護です。その第１条の目的で、行政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、もって国民の権利、利益の保護に資する。このことが各条文の解釈運用を一貫して支配するものだそうです。言いかえれば、行政の裁量をコントロールする基準を明確にすることと行政行為が司法審査の対象になりやすくなったということです。市長のこの法に対する法理念の解釈と運用について聞かせていただきたいと思います。

　３点目、分権論の中で市民参加を改めて公約なさったことは、今までの市長からは考えられない新しい行政の市民参画のルールづくりを提示されたと私は受けとめています。行政のトップが新しい理念を打ち出したということは、形に反映されるものです。新しい理念と新しいスタイルが市民だれにでも、あっ、島田市は市民の意見を聞く姿勢に変わったんだとわかるような目に見える形にしていかれるものと期待しています。先ほどの答弁で小学校区ごとに回って市民の皆さんの意見を聞くとおっしゃいましたが、そのほかにも新しい形を考えておられると思いますので、重ねて質問します。

　また、この新年度には審議会や委員会、協議会など委員の構成や選考基準、会の位置づけなどを見直したことがあるのかどうかを聞かせてください。

　４点目、地方分権論における環境問題についてお伺いします。

　うれしいことが二つありました。一つは、職員の方から、自分は街路樹は剪定すべきではないと思う。信号が見えなければ信号機を道路に張り出せばよい。電線が引っかかるならば地中に埋めればよい。町中での樹木の果たす役割は大きいと語ってくださいました。感激しました。もう一つは、６月号の広報で省エネと大気等の環境汚染を最小にとどめるためにバスに乗りましょうという記事を見たときです。ちょっと心が痛むのですが、私も自動車に乗っていますが、市の姿勢として、すばらしいことだと受け取りました。また、雨水浸透ます調査に係る水文化に関する基本構想、この報告書を読んでも、いろいろと感じるところがあるのですが、何だか少しずつ島田市も環境都市宣言ができる日も近づいてきたのではないかと喜んでおります。そこには市長の環境問題に対する理念が職員の方々に伝わってきたのではないかとも感じております。

　そこで、地方分権論に戻り、地方自治システムの本来の役割として、大気と水と土地と日光などから構成される生活空間を公共物として認識し、都市運営をしていかなければならないと私は思います。この考えは、1960年代から70年代に発生してきた環境共有の法理である環境権が存在するのですが、市長の環境権に対する考えをお伺いします。

　そして、この環境共有の法理から単に自然環境破壊を想定するのではなく、町を快適生活環境につくり出していく。そのためには、限られた地域環境の中で環境資源をみんなのものと考えて、それをどう利用していくのか。それには地域住民として都市計画や環境管理計画への市民参加をし、都市を市民から主体的につくり上げていくというものだと私は思いますので、都市計画に対して市民の参画をどう位置づけられるのか、市長の考えをお聞きしたいと思います。

　また、環境管理計画に対しては簡単に取り組める問題だと私は思っておりますので、この市長の環境管理計画を島田市のまちづくりの基本としてつくり出す必要があると思われるかどうかをお伺いします。

　　　〔市長　岩村越司君登壇〕

◯市長（岩村越司君）　津田議員の御質問にお答えをいたします。

　まず最初に、地方分権にかかわって幾つかの御質問がございました。

　詳細にわたる部分の１の農薬に関しましては担当部長からお答えを申し上げますけれども、３月議会で私が地方分権イコール私どもの立場で言えば地方主権の時代が来るというように申し上げました。残念ながら内閣がかわりまして、その後の取り組みの姿勢が少しまだ不透明なところがございます。しかし、羽田内閣になりましても、所信表明演説の中では従来どおり着実に進めてまいりたいと言っておりますから、恐らく本年度内に大綱方針が作成をされ、具体的に地方分権に関する基本的な法律が制定をされるというような動きが出てくるだろうと思い、引き続き期待をしているところであります。

　そうしたことをなぜ申し上げるかといいますと、まだ実は分権に関することは議論の途中でございまして、少なくとも現在、私どもが進めております行政というのは、現行の法制度の中で行政をいかに適正に執行するかということが現時点での私どもの所掌事務でございます。そうしたことを冒頭申し上げておきます。

　ただ、一つ新しい動きとして出てまいりましたのは、４月28日に現在、開催されております 129国会に地方自治法の一部改正案が提案をされました。その中で、中核市及び広域連合の制度化というのが提案をされております。成立するかどうかはまだ見通しがつきませんですけれども、そうした意味で、新しい動きが出てきたということは一つの進歩だろうというように思っております。

　ということを前提を申し上げまして、２番目の情報公開と並んで行政手続法についての御指摘がございました。その点についてのお答えから、まず申し上げたいと思います。

　私どもが執行いたしております行政、地方自治団体に限らず国を含めての話でございますけれども、行政のよるべき基本原則というのは法律による行政の義務であります。一般に法治主義と言われております。行政がこれに反して国民の権利、利益を侵すような場合は、現在では行政不服審査法、行政事件訴訟法などの事後的救済の制度が整備をされています。しかし、法治主義をより充実するためには、このような事後的な救済制度だけでは不十分であろうと思っております。一方、許認可権等を有する行政側が事実上優位に立つことから、行き過ぎの例が時々見られること、行政指導にはしばしば明確性を欠くものがありまして、責任の所在が明確でないという指摘もされてまいりました。お尋ねの行政手続法の理念については、これまで不透明、不公正などの批判があった許認可や行政指導に一定のルールを定め、行政手続の透明化、公正、迅速化を図ることであると理解をいたしております。行政の全分野にわたる基本法制でありまして、市民一人一人の権利、利益に直接かかわる行政手続を規律したもので、非常に重要なものであるというように認識をいたしております。こうした認識のもとに、法の理念を損なうことなく職員に周知し、実際の行政において運用していくことが今後大切なことであると考えております。

　市におきましても、行政手続法の施行にかかる準備のために関係職員を対象に、この７日に説明会を開催いたしまして、該当する業務について調査をしているところであります。また、国におきましては現在、法の施行に向けての準備を進めているところでありまして、今後、国の準備が整い次第、それぞれの法令を所管する省庁から具体的な事務について示されるものと思います。そうした進行状況を見ながら職員に周知を徹底していきたいと考えております。いずれにしても、現在は準備段階で、今後さらに詳細が明確になっていくものというように思っております。

　それから、多様化した市民の意見をどう集約し、どう答えていくかということについてのお尋ねがございました。先ほども本杉議員の御質問にもお答えいたしましたが、地方主権は市民主権でありまして、地方自治を支える主体は、そこに住む市民そのものでありまして、市民不在の行政は成り立つことができないと認識をいたしております。そのような観点に立ちまして、まちづくりを進めていく大きな力として市民の多くの皆さんの声を聞き、市民の力を市政に積極的に反映していくと、そうしたことを願っている次第であります。具体的には、市民の声や力を引き出していく、あるいはいただいていくという方策といたしまして、先ほどお答えいたしましたように、仮称でありますけれども、市民と市長が語る会的なものを設けて、小学校区単位ごとにそうしたものを開催していきたいと思っておりますし、また、市民によるまちづくりを推進するためのまちづくり市民委員会や、従来からございますが市政モニター制度などを通じまして市民の皆さんの声や御意見を伺い、集約してまいりたいと考えております。先日も先年度の市政モニターの皆さんにお集まりをいただきまして、２時間半ほど私も直接お話を伺い、こちらの御意見も申し上げた経過等がございます。そうしたことを積み重ねながら、そうした中で出てまいりました市民の声や御意見は、先ほども申し上げましたように、これから作業を進めます基本計画の後期計画の策定、あるいはこれも御指摘がありました市の組織だとか、あるいは事務事業の進め方だとか、そうしたものの見直しの中へ反映をさせていきたいと、このように考えております。

　また、新年度において審議会、委員会などの委員の構成や選考基準、会の位置づけなどを見直した点があるかという御質問がございましたが、法令に基づいて、それぞれ審議会、委員会は設置をしているものがほとんどでございまして、諮問に対する答申、計画の策定や推進、施策の円滑な推進など、それぞれの目的や性質に応じて専門的知識あるいは豊富な経験などを持っておられる方に委員をお願いしているところであります。本年度におきましては、その中で社会教育委員会あるいは六合公民館運営審議会、島田学習推進協議会の委員の中に女性委員の登用をふやすなど見直しを行ってまいりました。選考基準につきましては、審議会、委員会の目的、性質に応じて、公募が適すると思われるものにつきましては、そうした方法を取り入れてまいりたいと考えております。先ほど申し上げました市政モニター等につきましては公募で御参画をいただいておりまして、新年度の市政モニターの中にも約半数近くは公募で御参加をいただいておるような状況にございます。さらに、委員会等からの提言、意見につきましては市政に反映するよう努めることは当然でございまして、そうしたことも含めて今後、審議会等への女性の登用、参画を積極的に進め、とりわけ女性委員のいない審議会等の解消には努めてまいりいたと思っております。

　それから、地方分権論においての環境権に対する認識というお尋ねがございました。前段で職員の取り組みの姿勢につきましての御評価をいただきまして、ありがたくちょうだいをいたしました。少しずつ、そうした点では、先ほどの御質問にもお答えいたしましたが、変わってきたのかなという点、私自身も感じておりまして、今後もぜひそうした意味で職員に対する御指導をよろしくお願いいたしたい、このように思っております。

　環境権につきましては、さきに制定をされました環境基本法におきましても、法律上の権利としては位置づけることについて、法的権利としてまだ定説がないことや具体的な権利内容について不明確であるというようなことから明文化をされてはおりません。しかし、環境基本法の第３条におきまして、基本理念として、環境を健全で恵み豊かなものとして位置づけることが人間の健康で文化的な生活に欠くことのできないものであること、現在及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受することのできるようにしなければならないと規定しておりますので、私としては、これにより、いわゆる環境権の趣旨とするところは位置づけられているのではないかというように理解をいたしております。

　なお、環境管理計画の策定の点でありますが、市としては今すぐに管理計画を策定するということは考えておりません。しかし、将来的な問題として今後、研究検討していく必要があると思っております。

　以上、お尋ねの点につきましてお答えを申し上げました。

　　　〔経済部長　小澤　平君登壇〕

◯経済部長（小澤　平君）　津田議員の御質問に対しまして御答弁申し上げます。

　農薬に関する指導、地方自治の立場から一歩踏み込んだ指導ができないかとその他もろもろの御質問がございました。わかる範囲でお答えいたしたいと思います。

　農薬の販売及び使用の規制は、農薬取締法により農林水産大臣が行い、委任により一部を都道府県知事が行うことができると定められております。この法によりまして、販売業者は県知事に農薬販売の届け出をする義務が課せられております。また、販売した数量を帳簿につける義務がありますが、帳簿の提出の義務はない状況の中、販売後の使用については実態把握は非常に難しいわけでございます。しかし、農薬を販売する際には、県が作成した農産物病害虫防除基準による使用指導を行い、万全を期しているところでございます。

　市といたしましては、自然環境の保全などの面から、使用者の意識の啓発を図るとともに、必要性を認識しておりまして、県の指導のもとにポスターやチラシの配布とか、広報紙への掲載などの広報活動、農家などを対象にした会議での使用指導等を行っております。また、市が推薦し、県知事より委嘱されました病害虫防除員、これは島田市では４名おりますが、その人たちの適正な農薬の使用方法を指導しております。

　さらに、農協におきましても、農薬の使用量の大部分を占める農家を中心に、販売どきの使用指導や農薬散布時期の掲示板の設置による注意の喚起を行うとともに、年間を通して農薬の適正な取り扱い方法を記した防除歴、それから各作物別の農薬散布時期における取り扱い方法を記載したパンフレットの作成、配布による指導も行うなど、安全性の確保に努めているところでございます。

　地方分権、地方自治の立場から一歩進んだ指導はできないかというようなお尋ねでございますが、今後におきましても、権限の問題もございますが、市といたしましては、県の指導のもとに関係機関と連絡を密にいたしまして適正に農薬が使用されるよう農家などの啓発活動を充実させてまいりたいと思います。

　さて、御質問の中に46年に規制で行いましたＤＤＴ、ＣＨＢ、その使用禁止につきましてのお尋ねがありました。これにつきましては、当時の、昭和46年当時でございますので定かな調査ができませんが、農協で取り扱いました農薬につきましては、すべてが回収しまして、販売業者等において回収し、メーカーにすべてを返却したというように伺っております。

　あと、シマジンの関係がございましたが、シマジンの関係につきましては、これから県の方で、そういった動きが出てまいりまして、まだ正式に書類をいただいておりませんので、それは今後の問題として、そういった事態につきましては水面下では既に農協とそういった形で回収してございます。

　それから、シマジンにつきましての昨年の使用量はどうかという御質問でございますが、確かに昨年までは使っているようでございます。当然、除草剤でございますので、田植えの植えつけ時期前、使っているようでございますが、細かい数字につきましては通告にござませんので調べてございません。

　今年度につきましては、農協の考えとしては、代替の除草剤がございますので、それをことしは使っているようでございますので、今年度につきましてはシマジンは販売していないようでございます。

　落ちがありましたと思いますが、以上、お答えいたしました。

◯３番（津田恵子君）　農薬の問題に関して、通告がなかったので調べておりませんということですが、地方自治論を通告しました。その中で、このことが大きな問題である。島田市として、どう対処するのかということをお尋ねしたかったのです。

　先ほどの説明でシマジンの問題とＣＮＰの問題を混同されていたようですが、ＣＮＰは今年度、水田に使わないようにというもう通達が出ました。シマジンに関しては７月か８月に出る予定です。でも、それは既に新聞などで報道されています。私がなぜここで地方自治論でこれを持ってきたかといいますと、常に情報の収集がすごくおくれるということなんです。農薬問題に関しては、壇上で話をしましたとおり、農業に従事している人のみならず、私たち、この島田市に住んでいる人々の生命と健康にかかわる問題なものですから、速やかな情報収集をし、それに対応していただきたいと思って、ここに取り上げました。

　ついでながら、シマジンに関しては島田市では陸上競技場、野球場等で使用しています。その本数も相当量だと私は認識しています。７月か８月かにこの自粛が出たときに今後どうしていくつもりかというのを市長のお考えを聞かせていただきたいと思います。

　もう一つ、ついでながら、陸上競技場のトラックとか走路関係のところでプリグロックスＬという、これも非常に危険な除草剤なのですが、使われています。このプリグロックスＬというのは、農業関係者の方はよく御存じと思いますが、パラコートとジクワットという混合物です。農薬ハンドブックによれば、このパラコートの毒性は、人体内に取り込まれると、ゆっくりと毒が作用してきて、有効な解毒法もないと書かれてあります。ジクワットも毒性は変わりないということです。私は島田市の使っている農薬に関して専門家に問い合わせたところ、プリグロックスＬに関して、このような危険なものを使用しているのは論外だと断定されてしまいました。

　そこで、市長の地方分権論に期待する私としましては、公的な場所や学校、幼稚園、公園、運動場などで農薬、除草剤等の使用を禁止する意思があるかないかをお尋ねします。これは子供の健康、市民の健康を守るために、ぜひ禁止してもらいたいと思います。

　加えるならば、農業も減農薬、少農薬、そして無農薬へ進んでいくように私は期待しておりますが、市長のお考えを聞かせてください。

　次に、行政手続法に関して、大きな問題だと認識し、職員の研修をこれから重ねていくというお話でしたが、この行政手続法の第38条で各公共団体に努力義務として課せられているのがありますね。この手続法は国の行政に適用されるものですと市長がお話しなさいましたが、公共団体も、その理念に沿って適正化を図る努力をしなさいと努力義務を課しているのです。そして、その条例に盛り込むべき大切な点は、この法を作成した学者の意見を述べますと、この法は、日米構造協議を初めとする外圧と国内各省庁の意向のはざまでかなり早急に立案し、条文化された。積み残した問題もある。その一つとして、国民参加である。地方自治体が条例作成に際しては、行政計画への市民参加を保障するものをつくっていってもらいたいと述べておられます。

　しかし、一部には、参加型民主主義は議会を通した間接民主主義と矛盾するとの意見もありますが、この行政手続法の精神は間接民主主義を補完することが理念だと法学的に位置づけられています。つまり、間接民主主義を補完するために行政手続法の市民参加が理念ですよということですね。これは、既に日野市では、公共施設建設のときには市民が参加しやすいように午後５時半から意見を述べる機会を要綱で定めています。そこで、日野市のように市民参加を保障する島田市の手続、要綱ではなく条例をつくるおつもりがあるかどうかを伺います。

　それから市民参加、これも続きの市民参加になるんですが、市長も出されましたように、まちづくり委員会、このメンバーが10年近くも固定化しているのではないかという問題もありますよね。それから、五つも六つも委員会をかけ持ちしている人の問題もありますよね。

　そして、私がこの市民参加に対して大きくこだわっている問題として、過日、市長が、一つの市民参加の機関で委員の１人から、市民が自主的に催した勉強会に他市の職員が来ていたが、なぜ島田の職員は来なかったのですかと尋ねられたら、市長は、反対派のグループだからといったような趣旨の発言をされたと聞き及んでいます。私は、その発言の中に、市長が３月に地方主権とまで表現された内容と全く反する、ひょっとして本音であれば、すごく残念なのですが、そのようなものが含まれているのではないかと懸念しております。

　市長の、地方分権の骨格は市民参加にあるとの理念に、私も全くそのとおりだと賛同しております。しかし、その市民参加に市長の意見に賛成の人ばかりを集めることはあり得ませんよね。市民各層の意見を聞くということは、Ａさん、Ｂさん、Ｃさん、Ｄさん、いろいろな人、それぞれ意見は別だという前提がありますね。Ａさんが正しくてＣさんが間違っているというところからスタートした議論は成り立ちません。そこで、先ほども少し多様な意見をという、どうまとめるかというのに答弁していただいたのですが、市民各層の意見を聞くということは、反対意見にも耳をかすということですよね、確認しておきます。

　そして、市長のその多様な意見をどう集約していくつもりかという私の質問に対して、さまざまな委員会の持ち方として、女性委員の登用とか、女性委員のいない委員会をなくしていくようにとか、公募を入れていきたいとか、そのような答弁をいただきましたので、本当は市長の本当に市民の意見を聞くという気持ちはここにあらわれていると思います。ただ、市民がいろいろ集まった中で市長の言葉というのは本当に耳をそばだてて聞いているものですから、市民参加をしてきた人たちに、ああ、私の意見も聞いてもらえる、違う意見も聞いてもらえるというイメージをちゃんと与えていただきたいなと思っております。

　それから、環境権に関しては、市長のすばらしい意見を述べていただきましたので環境権を認められたと受け取りました。

　一応、通告してあります北部地域の開発に係る環境保護保全のための指針についてお尋ねします。これは、副題として、市街地に近接した北部山間地及び丘陵地の身近な自然環境との共生を目指してと書かれてあります。いかにも島田市が自然保護に立脚した行政をしているかを内外の人々に印象づけるような題ですよね。この題を額面どおりに受け取っておきます。そして、午前中の森議員の北部開発のゴルフ場に関する質問の中で、ゴルフ場計画は今年度中に断念されるものであると私は受けとめて、一つだけの質問にさせていただきます。

　この北部地域、この指針に関してですが、市民、事業者の役割、開発者の役割、行政の役割と、こう明示してあります。これをずうっと読んでいきますと、何だか開発者に甘い役割を与えているなという感じもするのですが、16ページにおいて、植物の項目で、市民、事業者の役割において、水源涵養や災害防止等の森林の持つ機能を維持するために適切な施業に努めるとありますが、このことをなぜ開発者に義務づけなかったのか、開発者の役割と位置づけなかったのか、お尋ねします。

　清水市のように、森林を伐採するならば、その代替として同じ面積の植林を義務づけている、これはすばらしいと思いますので、そのような考えがないのかを伺います。

◯市長（岩村越司君）　再度のお尋ね、それぞれの項目についてございましたので、私から、わかる範囲でお答えを申し上げたいと思います。残余につきましては担当部長からお答えを申し上げます。

　まず、農薬に関しての御質問がございました。公的な場所で禁止する意思はあるかというお尋ねでございましたが、農薬取締法で禁止をされれば、当然のことながら、これは市としては使用することは不可能なわけでありまして、そうした意味では、禁止されたものは使わないというのは当たり前のことだろうと思っております。しかし、限られた期間に限られた職員で管理をするという場合には、やはり効率性を求めるということも大事なことだろうと思っておりまして、そうした意味で、最低限の農薬を使用するということは避けられないことだろうと思っております。

　それから、行政手続法に関連してのお尋ねがございました。確かに、この法律の制定の経過を言うと、アメリカからのプレッシャーがあったということは承知をいたしております。そうした意味で、比較的短時間に短期日の間に、この法律が出てきて、今その施行手続で各省庁が苦戦をしているというような話等も情報として私ども読んでいるわけでして、そういった点は御指摘の中にあっただろうと思います。38条に地方公共団体の努力規定が置かれているということも承知をいたしておりまして、当然、国の段階で手続法が定められてくれば市としても尊重するということになるだろうというように理解をいたしております。

　それから、まちづくり委員会等の具体的なお話がございました。ちょっと私もわかりませんが、メンバーが固定しているとか、かけ持ちしているというようなことはないというふうに私は理解をいたしております。それぞれ意欲のある方々が公募でもって御参加をいただき、それぞれの委員会に所属をいたしておりまして、独自にテーマごとに勉強してくださっているというように理解をいたしております。

　また、それらの中で私の発言に対しての御指摘がございましたが、少し記憶がございませんようなお話でして、もし、そのように誤解を受けたような経過があるとすれば、お謝りをしなくてはいけませんけれども、少なくとも、職員がそうした場面に出ていくとか、いかないとかということについて私がとやかく言うつもりは一切ございませんので、そうした点は誤解のないようにお願いをいたしたいと思います。

　また、市民各層の意見を聞くということについては、まさに言葉のとおりでございまして、そのままお言葉をお返しをしておきたいと思います。

　それから、ゴルフ場の件に関して、私自身、お答えの中では開発者側が断念したというようにはお答えを申し上げたつもりはございませんので、そのことだけ補足をさせていただきまして、詳細につきましては担当部長からお答えを申し上げます。

　以上であります。

◯経済部長（小澤　平君）　先ほどの答弁に不適切がございまして済みませんでございました。

　もう少し整理してみますと、質問の中で三つの御質問がございました。まず、46年の農薬の禁止、使用中止はどうなったかと、処理はされたかということでございますが、これにつきましては、先ほど述べましたように販売業者等においても回収し、メーカーに返却したと聞いております。

　それから、２番目は、３月７日、いわゆるＣＮＰの使用禁止につきまして、これにつきましては、ことしの３月に７日付で通達が国から都道府県に対しましてありました。それにつきまして３月17日付で市町村にそれを定めた取り扱いについての理解を図るための通知がございまして、関係機関連携をとり、関係農家にも周知徹底してくださいというような指導通知がございました。農協につきましては、県の農林事務所より経済連を経由し、各農協に通達されました。関係農家は徹底した周知を図ったということに思われます。当市につきましては、未使用分または販売店においての未出荷分については、農協系列または経済連で一括してメーカーへ返却というような形になっておりまして、現在その準備をやっているそうでございます。

　それから、４月６日に新聞紙上に出ましたシマジンの関係につきましては、先ほども述べましたように、代替薬剤が出ましたので、現在それを使っておりますので今年度につきましては使用をしていないということでございます。

　あとの対策につきましては、これから関係機関と協議を進めながら市も取り組んでまいりたい、そのように思います。

　以上、お答えしました。

◯建設部長（田中　稔君）　指針の16ページに関してお答えいたします。

　植物の項目に関する質問でございますが、これは、市民、事業者の役割といたしましては森林の適正管理を目的とした趣旨で、この項目が入っております。それから、開発者につきましては、この1)におきまして、開発に際しては、周辺環境を十分考慮し、植物の保全、保護に努めるとともに、積極的な緑化の推進に努めるということと、もう一つは、水源涵養林、災害防止林等、森林法、砂防法などの他の法律で入っている区域につきましては、土地利用の中で個別法で十分対応できるものと考えております。

　以上です。

◯３番（津田恵子君）　農薬のことをもう少しお願いします。

　市長は、国の方で農薬を使わないようにと言ってくれば当然使いませんよということですが、この地方自治論でなぜ出したかというと、島田市として、その方針が出せないのかということです。市長も当然御承知だと思いますが、三島市では、公的な場所や学校、公園などで一切、除草剤は使用していません。この除草剤の使用に関して、公的な場所で使用しないという方針を出している自治体は関東方面では相当あります。島田市も私の持っているデータでは除草剤相当使っているんですよね。このことをどう改善できるのか。これは地方自治、頑張りましょうよと言っている市長のもとで、経済部長、何とか方針を出していただきたいと思います。せめて学校、それから子供たちがひょっとして、はだしで走るかもしれないという競技場、そのあたりでは除草剤の使用はやめていただきたいと思いますので、もう１度、答弁をお願いします。

　そして、先ほどＣＮＰと22年前のこととシマジンのことを整理されましたが、本当にこういう通達とかというのは、来てもすっと流してしまうのではなくて、いかに情報を早く収集するのかというのが自治体に課せられていると思いますので、ああ、国で決まりましたよ、では、やめましょう。国で何も言ってきていないから使いましょう。それでは困りますので、そのあたり、しっかりと情報収集をお願いします。

　手続法に関してなんですが、午前中、森議員からの質問のところで確約書を切り離すという言葉が出ましたよね。この手続法が制定された場合、こういう確約書はどういう扱いになるのかなという疑問を少し持ちましたので、御意見があれば聞かせていただきたいと思います。公正で透明なという趣旨からすると、こういう確約書というのは、どういうふうに扱えばいいのでしょうか。

　それだけです。

◯市長（岩村越司君）　農薬に関しての再度のお尋ねがございました。

　三島市で使用していないかどうかということは私も正直まだ掌握いたしておりませんが、先ほど申し上げましたように、一切、薬を使わないで管理をやるというのは、これは難しいだろうと思います。そうした意味では、なるべく使わないように努力をするということは必要だろうと思っております。すべてのものを使用しないで管理が可能かというのは少し技術的に難しいかなということを感じておりますので、減らすことに努力をするということで御理解をいただきたいと思います。

　それから、手続法に関して確約書というお尋ねがございましたが、確約書そのものは、とりわけ開発行為、法律に基づいて開発行為を行うからといって出されたものではないというように私どもは理解をいたしておりますので、法に基づく手続というようには理解をいたしておりません。

　　　〔「議長、16番」と呼ぶ者あり〕
